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１ 町会・自治会とは 

町会・自治会とは、地域に住まう方々が互いに手を取り、地域生活をより良いものにす

るために活動を行っている任意団体です。現在、江戸川区には２７３の町会・自治会があ

ります。活動内容を大きく２つに分けると、主なものは下記のとおりです。 

 

近隣の助け合いと思いやりの心を育てるために 

◇思いやりの精神 

慶弔見舞金、敬老のお祝い、入学・成人のお祝い 

◇親睦 

盆踊り、餅つき大会、レクリエーション、くすのきクラブ支援、地域まつりや地域運動

会への参加 

◇文化・スポーツ活動 

サークル活動支援、スポーツ大会 

◇社会福祉 

募金活動（日赤・共同募金など）、各種ボランティア活動 

 

地域の安全と安心を自主的に支えるために 

◇防災活動 

地域防災訓練の実施、災害発生時の防災、救援活動、火災等小災害救助 

◇安全・安心まちづくり運動 

防犯パトロール、防犯灯・防犯カメラの設置、防火パトロール 

◇環境活動 

環境をよくする運動、清掃・美化運動、リサイクル活動、ごみ収集所管理 

◇交通安全 

交通安全に関する啓発活動、違法駐車・駐輪対策、行政への働きかけ 

◇健康増進 

健康づくり推進 

◇青少年育成 

地域の小中学校との連携、PTA 協力、子ども会（ジュニアリーダー）支援、ラジオ体

操・体験キャンプ・バスハイク等の実施 

◇社会教育助成 

助成活動、青年活動、生涯学習支援 

 

※ここに掲載した活動以外にも、地域の状況や町会・自治会によって様々な活動が行われ 

ています。 
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２ 町会・自治会の運営について 

町会・自治会の運営は、民主的に組織立って行われることが大前提です。 

 

（１）町会・自治会の運営 

町会・自治会の運営の主なものをあげてみます。 

①民主的な組織運営によって居住者共通の利益と親睦をはかること 

②合議制による会議運営であること 

③役割分担ができる組織づくりであること 

④明朗な会計、適正な予算の執行 

 

（２）一般的な運営のモデル 

① 会 則 の 設 定 に つ い て  

会則 は 、運 営 や活 動の 基 本と な る決 まり で す。 町 会・ 自治 会 の決 ま り

を、 会 則と し て目に見える形にすることが大切です。 

 

主 な 記 載 内 容 

項 目 記 載 内 容 

名 称 町会・自治会の名称を記載します。 

区 域 
「○○町○丁目○番から○丁目○番までの区域とする」など、町会・

自治会の区域を記載します。 

目 的 
「良好な地域社会の維持及び形成に資する地域的な共同活動を行

う」など、会の設立趣旨を記載します。 

事 業 
「親睦」、「環境整備」、「防犯防災」、「福祉健康」など、目的を達成す

るために行う活動内容を記載する。 

会 員 
「第〇条に定める区域に住所を有する個人とする」など、会員の資格

を規定します。入会や退会の手続きについても規定します。 

会 費 金額のほか、会費集金の方法なども記載します。 

役 員 
役員の種別（会長、副会長、会計など）や人数、職務内容、任期、選

任方法などを記載します。 

会 議 総会や役員会、その他会議の詳細について記載します。 

会計・監査 予算・決算、会計年度の期間に関する事項などを記載します。 
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○○町会・自治会会則 

 

第１章 総則 

 

（名称） 

第１条 本会は、○○町会（自治会）と称する。 

（区域） 

第２条 本会の区域は、江戸川区○○町○丁目○番○号から○丁目○番○号までの区域と

する。 

（主たる事務所） 

第３条 本会の主たる事務所は、江戸川区○○町○丁目○番○号に置く。 

 

 

第２章 目的と事業 

 

（目的） 

第４条 本会は、区域の住民相互の連絡、環境の整備、防災、防犯、集会施設の維持管理

等良好な地域社会の維持及び形成に資する地域的な共同活動を行うことを目的とす

る。 

 
 

（事業） 

第５条 本会は、前条の目的を達成するため、次の事業を行う。 

（１）区域の住民相互の連絡・親睦に関すること。 

（２）美化・清掃等、区域内の環境整備に関すること。 

（３）防災、交通安全及び防犯に関すること。 

（４）集会施設の維持管理、運営に関すること。 

（５）その他本会の目的達成に必要な事業。 

 

注釈 

 町会・自治会は、「住む」ことを契機に組織される住民自治組織です。 

したがって、その目的は、よりよい生活環境と社会関係を共同で作り上げていく

ことです。 

注釈 

 事業については、会の目的にそって具体的に列挙します。各地域の特色や課題

にあわせて検討してください。 

ただし、注意したいことは特定の利害と結びつかない事です。政治、宗教、営

利に関することは特に注意が必要です。 

会則 

作成例 

ここでの作成例は、法人格の認可を受ける 

ために必要な要件を備えた作成例です。 
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第３章 会員 

 

（会員及び賛助会員） 

第６条 第２条に定める区域に住所を有する個人とする。 

２ 前項に該当しない個人又は団体にあっては、本会の活動を賛助するための賛助会員に

なることができる。 

 

（入会） 

第７条 第２条に定める区域に住所を有する個人で本会に入会しようとする者は、別に定

める入会申込書を会長に提出しなければならない。 

２ 本会は、前項の入会申し込みがあった場合には、正当な理由なくこれを拒んではなら

ない。 

（会費） 

第８条 会費は、総会において別に定める会費を納入しなければならない。 

（退会等） 

第９条 会員が次の各号のいずれかに該当した場合には退会したものとする。 

（１）第２条の区域に住所を有しなくなった場合。 

（２）本人より別に定める退会届が会長に提出された場合。 

（３）会員が死亡し、又は失踪宣告を受けた場合。 

２ 前項（１）の場合においても、賛助会員になることは妨げない。 

 

 

第４章 役員 

 

（役員の種類） 

第１０条 本会に次の役員を置く。 

（１）会長 １名 

（２）副会長 ○名 

（３）書記 ○名 

（４）会計 ○名 

（５）監事 ○名 

（６）専門部長 ○名 

注釈 

 今後の地域社会は、住民生活の多様性を前提とし、バラバラでは困るというの

ではなく、むしろこの違いをまちづくりの大きなエネルギーとして吸収していか

なければなりません。会を支える伝統や慣習も大事にしながらも、若者や外国人

らにも住民としてのルールと、区民としての義務を認めさせて、受け入れるべき

でしょう。 
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（７）班長 ○名 

（役員の選出方法） 

第１１条 会長及び監事は、総会において賛助会員を除いた会員の中から選出する。その

他の役員は、会長が選任し、総会で承認を受けるものとする。 

２ 監事は、他の役員を兼ねることができない。 

（役員の職務） 

第１２条 会長は、本会を代表し、会務を総括する。 

２ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故あるとき又は会長が欠けたときは、会長があら

かじめ指名した順序によって、その職務を代行する。 

３ 書記は、会務を記録し、会の内外への連絡、広報等を行う。 

４ 会計は、本会の出納事務を処理し、会計事務に関する帳簿及び書類を管理する。 

５ 監事は、次に掲げる業務を行う。 

（１）本会の会計及び資産の状況を監査すること。 

（２）会長、副会長及びその他の役員の業務執行の状況を監査すること。 

（３）会計及び資産の状況又は業務執行について不正の事実を発見したときは、これを

総会に報告すること。 

（４）前号の報告をするため必要があると認めるときは、総会を招集すること。 

６ 専門部長は、各専門部を代表し、専門の業務を行う。 

７ 班長は、班をまとめ、それぞれを代表して、会務に協力する。 

（役員の任期） 

第１３条 役員の任期は、２年とする。ただし、再任は妨げない。 

２ 役員に欠員が生じたときは、第１１条により補充することができる。この場合におい

て補充された役員の任期は、前任者の残任期間とする。 

３ 役員は、辞任又は任期満了の後においても、後任者が就任するまでは、その職務を行

わなければならない。 

 

 

第５章 会議 

 

（会議の種類） 

第１４条 本会の会議は、総会及び役員会とする。 

２ 総会は、定期総会と臨時総会とする。 

３ 役員会は、定例役員会と臨時役員会とする。 

 

第１節 総会 

 

（総会の構成） 

第１５条 総会は、本会の最高議決機関であり、会員をもって構成する。 

（総会の権能） 

第１６条 総会は、次の事項を議決する。 
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（１）事業計画及び収支予算の決定に関すること。 

（２）事業報告及び収支決算報告の承認に関すること。 

（３）会則（規約）の改正に関すること。 

（４）本会の解散及び財産の処分に関すること。 

（５）会長及び監事の選任及び解任に関すること。 

（６）その他本会の運営に関わる重要事項に関すること。 

（総会の開催） 

第１７条 定期総会は、毎年１回、事業年度終了後３カ月以内に開催する。 

２ 臨時総会は、次の場合に開催する。 

（１）会長が必要と認めたとき。 

（２）第１２条第５項（４）により監事が必要と認めたとき。 

（３）会員の５分の１以上から会議の目的たる事項を示して請求があったとき。 

（総会の招集） 

第１８条 総会は、会長が招集する。 

２ 会長は、前条第２項（３）の規定による請求があったときは、その請求があった日か

ら１カ月以内に臨時総会を招集しなければならない。 

３ 総会を招集するときは、会議の目的たる事項及びその内容並びに日時及び場所を示し

て、開会の日の５日前までに文書をもって通知しなければならない。 

（総会の議長） 

第１９条 総会の議長は、その総会において出席した会員の中から選出する。 

（総会の定足数） 

第２０条 総会は、会員の２分の１以上の出席がなければ、開会することができない。 

（総会の議決） 

第２１条 総会の議事は、この会則（規約）に別段の定めがある場合を除き、出席した会

員の過半数をもって決し、可否同数のときは、議長の決するところによる。 

（会員の表決権） 

第２２条 会員は総会において、各々一箇の表決権を有する。 

２ 次の事項を除き、前項の規定にかかわらず、会員の表決権は、会員の所属する世帯の

会員数分の１とする。 

（１）会則（規約）の変更 

（２）本会の解散 

（３）財産の処分 

（４）会長及び監事の選任 

（総会の書面表決権等） 

第２３条 やむを得ない理由のため総会に出席できない会員は、第１８条第３項の規定に

よりあらかじめ通知された事項について書面又は電磁的方法をもって表決し、又

は他の会員を代理人として表決を委任することができる。 

２ 前項の場合における第２０条及び第２１条の規定については、その会員は出席したも

のとみなす。 

（総会の議事録） 
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第２４条 総会の議事については、次の事項を記載した議事録を作成しなければならない。 

（１）日時及び場所 

（２）現在の会員数及び出席者数 

（３）開催の目的、審議事項及び議決事項 

（４）議事の経過の概要及びその結果 

（５）議事録署名人の選任に関する事項 

２ 議事録には、議長及びその会議において選任された議事録署名人２人以上が署名押印

しなければならない。 

 

第２節 役員会 

 

（役員会の構成） 

第２５条 役員会は、監事を除く役員をもって構成する。 

（役員会の権能） 

第２６条 役員会は、次の事項を議決する。 

（１）総会の議決した事項の執行に関すること。 

（２）総会に付議すべき事項に関すること。 

（３）その他、総会の議決を要しない会務の執行に関すること。 

（役員会の開催） 

第２７条 定例役員会は、毎月 1 回開催とする。 

２ 臨時役員会は、会長が必要と認めたとき、又は役員の 3 分の１以上から会議の目的た

る事項を示して請求があったときに開催する。 

（役員会の招集） 

第２８条 役員会は、会長が招集する。 

２ 会長は、前条第２項の規定による請求があったときは、その請求があった日から１４

日以内に臨時役員会を招集しなければならない。 

３ 臨時役員会を招集するときは、各役員に対し、会議の日時、場所、目的及び審議事項

を記載した文書をもって、少なくとも開会の３日前までに通知しなければならない。 

（役員会の議長） 

第２９条 役員会の議長は、会長がこれに当たる。 

（役員会の定足数） 

第３０条 役員会は、役員の２分の１以上の出席がなければ、開会することができない。 

（役員会の議決） 

第３１条 役員会の議事は、この会則（規約）に別段の定めがある場合を除き、出席した

役員の過半数をもって決し、可否同数のときは、議長の決するところによる。 

（役員会の書面表決権等） 

第３２条 やむを得ない理由のため役員会に出席できない役員は、第２８条第３項の規定

によりあらかじめ通知された事項について書面又は電磁的方法をもって表決し、

又は他の役員を代理人として表決を委任することができる。 

２ 前項の場合における第３０条及び第３１条の規定については、その役員は出席したも
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のとみなす。 

（役員会の議事録） 

第３３条 役員会の議事については、次の事項を記載した議事録を作成しなければならな

い。 

（１）日時及び場所 

（２）現在の役員数及び出席者数 

（３）開催の目的、審議事項及び議決事項 

（４）議事の経過の概要及びその結果 

（５）議事録署名人の選任に関する事項 

２ 議事録には、議長及びその会議において選任された議事録署名人２人以上が署名押印

しなければならない。 

 

 

第６章 資産及び会計 

 

（資産の構成） 

第３４条 本会の資産は、次に掲げるものをもって構成する。 

（１）別に定める財産目録記載の資産 

（２）会費 

（３）事業に伴う収入 

（４）資産から生じる収入 

（５）その他の収入 

（資産の管理） 

第３５条 本会の資産は、会長が管理し、その方法は役員会の議決によりこれを定める。 

２ 第３４条（５）の別表に掲げる不動産は、これを処分し、又は担保に供することがで

きない。ただし、やむを得ない理由があるときは、総会において総会員の４分の３以上

の同意を得て、本会の資産を処分及び担保に供することができる。 

（経費の支弁） 

第３６条 本会の経費は、資産をもって支弁する。 

（事業計画及び収支予算） 

第３７条 本会の事業計画及び予算は、会長が作成し、毎年事業年度開始前に総会の議決

を経て定めなければならない。これを変更する場合も同様とする。 

２ 前項の規定にかかわらず、事業年度開始後に予算が総会において議決されていない場

合、会長は、議決される日までの間は、前年度の予算を基準として収入支出をすること

ができる。 

（事業報告及び決算） 

第３８条 本会の事業報告及び決算は、事業年度終了後３カ月以内にその年度末の財産目

録と共に、監事の監査を経て、総会の承認を得なければならない。 

（事業年度） 

第３９条 本会の事業年度は、毎年４月１日から翌年３月３１日までとする。 
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注釈 

 細則では一般的に、慶弔及び褒賞の規定、旅費に関する規定、委任状の取

扱いや専門部に関することなどを定めておくと良いでしょう。 

 

 

第７章 会則（規約）の変更及び解散 

 

（会則（規約）の変更） 

第４０条 本会則（規約）は、総会において総会員の４分の３以上の同意を得なければ、

変更することができない。 

２ 前項の規定による変更は、江戸川区長の認可を受けなければ、その効力を生じない。 

（解散） 

第４１条 本会は、地方自治法第２６０条の２０の規定により解散する。 

２ 総会の議決に基づいて解散する場合は、総会員の４分の３以上の同意を得なければな

らない。 

（残余財産の処分） 

第４２条 本会の解散のときに有する残余財産は、総会において総会員の４分の３以上の

同意を得て、本会と類似の目的を有する団体に寄付するものとする。 

 

 

第８章 雑則 

 

（備付帳簿及び書類） 

第４３条 本会は、主たる事務所に次の各号に掲げる書類及び帳簿を備え置かなければな

らない。 

（１）本会則（規約） 

（２）認可に関する書類 

（３）総会及び役員会の議事録 

（４）会員名簿 

（５）資産台帳 

（６）収入及び支出に関する帳簿及び証拠書類 

（７）各事業年度末の財産目録及び収支決算書 

（８）事業計画書及び収支予算書 

（９）その他必要な書類及び帳簿 

（委任） 

第４４条 本会則（規約）を施行するにあたって、本会則（規約）で委ねられた事項及び

その他必要事項については、総会の議決を経て、役員会が別に定める。 

 

 

  

この条文が必要なのは認可地縁団体であること 

地方自治法第 260 条の 3 第 22 貢に基づく認可

だが、ここでの規定は認可地縁団体とは異なり

ます。 
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②事業報告と事業計画 

事業計画は町会・自治会が１年間どのように活動していくかを具体的に示すもので、

町会・自治会が計画的な運営を行うため、そして、みなさんが円滑に活動していくため

大切なものになります。 

年度当初の総会では、前年度の事業（活動）報告が行われます。 

また、当該年度の事業（活動）計画案についても総会で審議されます。 

 

 

○○町会 令和○年度 事業報告書 

自 令和〇年４月 １日  

至 令和〇年３月３１日  

 

 
 

月 事業名 備考 

４月 

役員会 
○日開催 

会場：○○ 

定例会総会 
○日開催 

会場：○○ 

春の交通安全運動 
○日開催 

○○交差点付近 

５月 

役員会 
○日開催 

会場：○○ 

日赤赤十字社資募集 ○日から 

春の一斉美化運動 
○日開催 

○○付近 

※写真参照 

６月 

役員会 
○日開催 

会場：○○ 

○○まつり協力 
○日開催 

会場：○○ 

７月 
役員会 

○日開催 

会場：○○ 

夏まつり ○○広場 

  

事業報告書 

作成例 

チラシや写真を入れると 
伝わりやすいです。 

ポイント 
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○○町会 令和○年度 事業計画書 

自 令和〇年４月 １日  

至 令和〇年３月３１日  

 

 
 

月 事業名 備考 

４月 

役員会  

定例会総会  

春の交通安全運動 ○○交差点付近 

５月 

役員会  

日赤赤十字社社資募集  

春の一斉美化運動  

６月 
役員会  

○○まつり協力 ○○公園 

７月 
役員会  

夏まつり ○○広場 

 

  

事業計画書 
作成例 
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③予算・決算について 

町会・自治会は会員が負担する会費をもとに運営されます。 

適正な予算の執行や明朗な会計をするために、会計と会計監査がおかれています。 

年度当初の総会では、前年度の決算（会計）報告が行われます。 

また、当該年度の予算案についても総会で審議されます。 

 

 

○○町会令和○年度収支決算報告書 

自 令和〇年４月 １日 

１、収入の部                   至 令和〇年３月３１日 

科目 予算額 決算額 差額 摘要 

前年度繰越金 200,000 200,000 0 前年度の繰越金 

町会費 1,000,000 1,000,000 0 年会費 1,000 円×1,000 世帯 

補助金 800,000 800,000 0 町会・自治会支援金 800,000 円 

事業収入 200,000 200,000 0 清掃活動報奨費 200,000 円 

雑収入 10,000 5,000 △5,000  

合計 2,210,000 2,205,000 △5,000  

 

２、支出の部 

科目 予算額 決算額 差額 摘要 

会議費 50,000 70,000 △30,000 会議室使用料、賄い費 

旅費 50,000 30,000 20,000 交通費 

通信運搬費 50,000 25,000 25,000 はがき、郵送料 

消耗品費 400,000 385,000 15,000 文房具、電池、紙類 

備品 400,000 48,0000 △80,000 机、棚、音響設備 

修繕費 400,000 510,000 △110,000 町会会館修繕 

光熱費 50,000 37,000 13,000 電気、水道、ガス代 

防犯防災費 600,000 420,000 180,000 防犯パトロール、防災訓練（講習） 

慶弔費 200,000 120,000 80,000 敬老お祝い金、弔慰金 

雑費 10,000 5,700 4,300 振込手数料 

小計 2,210,000 2,082,700 127,300  

次年度繰越金 - 122,300 -  

合計 - 2,205,000 -  

令和〇年〇月○日 

令和〇年度○○町会の収支決算について、上記のとおり報告します。 

 

関係帳票照合の結果、適正であることを報告します。 

収支決算報告書 
作成例 

会長  ○○ ○○印 

監査  〇〇 〇〇印 
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④監査について 

予算 や 事業 の 執行 状況 に つい て 監事 が監 査 を行 い ます 。会 計 処理 が 適正

に行 わ れて い るか 帳簿 、 通帳 、 領収 書等 の 照合 を 行い ます 。   

監査 に は会 計 に関 わる 全 ての 書 類を 用意 し ます 。  

▼ 必要書類 

・事業計画書、予算書  

・事業報告書、決算書  

・各帳簿(現金出納帳、預金出納帳、財産台帳等)  

・証拠書類(見積書、納品書、領収書等)  

・通帳 

▼ 監査のチェック項目 

・決算書と帳簿の数字を照合  

・領収書は印紙の貼付、宛名の確認 

・備品を購入した場合、台帳と現物の確認や納品書、領収書等の照合  

・証拠書類は全てそろっているか、また書類上の不備はないか確認  

・会費、補助金等の収入については、証拠書類と通帳の金額を照合 

・特別会計、積立金については、帳簿と通帳を確認 

・監査終了後、監事は監査報告書を作成し証明します（収支決算報告書への署名押印）  

 

 

⑤会議等について（総会、役員会、定例会など） 

総 会…定期総会は、年１回、年度はじめ（５月頃）に行われます。 

前年度の事業報告、決算報告、監査報告や当該年度の事業計画、予算案の承

認、役員の選任、その他重要事項を決議します。 

役員会…役員による最高決定機関として置かれます。会の基本的運営並びに活動方針

や事業の執行に関する事項等を協議します。 

定例会…一般的には月一回、会運営の基本的事項、総会に関する議案、専門部の運営

に関する事項等を審議します。 

その他…会によっては、三役会、幹部会、地区別協議会などを開催しています。 

  

備品等を適正に管理するためのもので、 
購入・廃棄等を行う場合に記録します。 
10 万円以上は備品にするなどルールを決 
めましょう。 

財産台帳とは 
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⑥情報連絡について（回覧板、掲示板等情報提供の方法） 

町会・自治会では、各会員の家庭への情報提供の手段として、地区や班を単位に掲

示板、回覧板等が利用されています。 

 

⑦地域活動の運営 

◇地域のコミュニケーションづくり 

地域の住民同士が様々な行事（体育祭、盆踊り、お祭りなど）や日常の近所付き合

いを通じて、日頃から住民同士の連携を高めるために大切な役割を果たしています。 

 

⑧町会・自治会会館の運営 

◇町会・自治会の集会施設の管理運営 
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（３）認可地縁団体制度について（町会・自治会の法人化） 

①認可地縁団体制度とは 

以前、町会・自治会は法律上いわゆる「権利能力なき社団」として位置づけら

れ、法人格を持てなかったことから、当該団体の名義での不動産登記ができません

でした。 

そのため、不動産の登記名義を当該団体の代表者個人または役員の共有名義とし

なければならず、当該名義人の死亡による相続問題や、当該名義人の債権者による

不動産の差し押さえ等の財産上の問題が生じることがありました。こうした問題に

対処するため、地方自治法の一部が平成３年４月に改正され、不動産を保有してい

るまたは保有を予定している町会・自治会で、一定の要件に該当する場合は、区市

町村長の認可により法人格を得られるようになり、当該団体名義での不動産登記な

どができるようになりました。 

また、令和３年１１月には、地域的活動を円滑に行えるよう、財産所有を目的と

せずに認可申請できるようになりました。 

 

②認可地縁団体（法人化）に向けて 

◇認可申請の手続き（次ページで紹介）   

  ・「手続きが煩雑」という印象をお持ちになると思います。 

  ・全体像を知っていただきたく掲載しました。 

   町会・自治会内で理解を深めつつ、丁寧に進めていくことが必要です。手続きに

ついて、ご不明な点やお困ごとがありましら、地域振興課コミュニティ係にお問

合せください。 

◇法人化の効果は次のとおりです。 

・不動産を町会・自治会名義で登記、所有することができます。 

・町会・自治会名義で取引や契約等の法律行為ができます。 

・名義変更手続きや相続における問題等を未然に防ぐことができます。 

・個人財産と法人財産の混同を防止することができます。 

・「江戸川区 町会・自治会会館建設等助成金交付事業」申請の必須要件です。 

 

区内では令和７年４月１日現在、３４団体が認可されています。 
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③認可地縁団体手続きの流れ 

 

 

区へ相談  区から概要をご説明 

 

 

 

 

 

 

          約１か月間 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

お問合せ先：地域振興課コミュニティ係（03-5662-0515） 

  

町会・自治会内で法人化申請について話し合い。 

総会を開く準備をする。 

総会を開催（認可申請の意思決定）。 

申請書類を作成し、区へ申請。 

審査、認可手続き、告示を行う。 

町会代表者へご報告。 

町会の印鑑を区へ登録申請。 

告示事項証明書・印鑑登録証明書の発行。 

・不動産等の登記や売買。 

・都税事務所に法人設立の届出・税の免除申請。 

議案の内容 

・ 議長の選任 

・ 認可申請の決議 

・ 規約（会則）の制定 

・ 構成員名簿の作成 

・ 会長の選任 

・ 資産の確認 

→ 議長及び議事録署名人の署名捺印を 

入れた議事録を作成。 

申請書類一式 

① 認可申請書 

② 規約（会則） 

③ 総会議事録 

④ 構成員名簿（区域内住民の過半数が必要） 

⑤ 保有（予定）資産目録 

⑥ 事業報告書等活動状況を示す書類 

⑦ 申請者が代表者であることを証する書類 

・ 役員内で認可申請の意思決定。 

・ 必要に応じて各会員に周知。 

・ 規約（会則）の整備。 

・ 議案、総会資料の作成。 
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④町会・自治会に関する各種課税 

町会・自治会に関する各種課税については、地縁団体として認可される前後で大

きく変わるものではありませんが、下記の点にご注意ください。 

 

・認可地縁団体として法人格を取得すると法人都民税均等割が課税されるようにな

ります。認可された後に都税事務所へ法人設立届出書（会則の写し、区が発行す

る地縁団体台帳を添付）の提出が必要です。 

ただし、町会・自治会として収益事業を行っていない場合、免除の申請が可能で

す。税の申告及び免除申請は、認可日～翌３月分のものを４月中に行う必要があ

ります。 

 

・認可された後は認可地縁団体として不動産を取得できるようになりますが、「認可

地縁団体＝固定資産税や不動産取得税等が免除」ではありません。認可される前

と同様に一定の要件を満たし、減免申請等の手続きをする必要があります。 

 

【参考】税目によって担当する管轄が異なります。下記内容は法律改正等で変更と 

なる場合がありますので、最新の情報については各管轄へ直接お問い合わ 

せください。 

 

国  税 
 

税目 認可後 認可前 

法人税 収益事業※1 を行っていなければ、 

非課税（申告不要） 特別法人事業税・地方法人特別税 

登録免許税 

（土地の所有権移転の登記、建物の登記等） 
課 税 

※１ 法人税法施行令第５条に規定されている３４事業。収益の有無は関係なく、収

益事業を行っていれば、申告が必要。 

 

【国税に関する問い合わせ先】 

江戸川北税務署 住所：平井１－１６－１１  

電話：０３－３６８３－４２８１（代表） 

 江戸川南税務署 住所：清新町２－３－１３  

電話：０３－５６５８－９３１１（代表） 
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都  税 
 

税目 認可後 認可前 

法人事業税 収益事業※1 を行っていなければ、 

非課税（申告不要） 法人都民税（法人住民税） 法人税割 

法人都民税（法人住民税） 均等割 

基本は課税 

収益事業※1 を行っ

ていなければ、免除

申請が可能 

収益事業※1 を行っ

ていなければ、 

非課税（申告不要） 

固定資産税 課 税（減免申請が可能※2） 

不動産取得税 課 税（減免申請が可能※2） 

※２ 町会事務所等の公益のために直接専用する等の要件を満たす場合に減免申請が

可能。 

 

【都税に関する問い合わせ先】 

（法人事業税・法人都民税について） 

  中央都税事務所  電話：０３－３５５３－２１５１（代表） 

（固定資産税・不動産取得税について） 

江戸川都税事務所 電話：０３－３６５４－２１５１（代表） 

 

その他 
 

不動産登記について 

不動産登記については、管轄する東京法務局江戸川出張所へ直接お問い合わせく

ださい。 

 

【不動産登記に関する問い合わせ先】 

東京法務局江戸川出張所 住所：中央１－１６－２  

電話：０３－３６５４－４１５６（代表） 
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（４）町会・自治会における個人情報の取り扱い 

① 個人情報保護法の改正 

 平成２９年５月３０日に改正個人保護法が施行され、5,000 人以下の事業者にも

同法が適用されることとなりました。この「事業者」には、町会・自治会などの非

営利組織も含まれ、町会・自治会においても、ルールに沿った個人情報の取り扱い

が求められます。 

 「個人情報の適切な取り扱いを図らなければならない」とする法律の基本理念を

尊重して、町会・自治会も個人情報の保護に取り組む必要があります。 

 

②個人情報に関して守るべきルール 

 ◇個人情報を集めるときのルール 

  ・個人情報の利用目的をあらかじめ特定する 

   →加入申込書などには、取得した個人情報の利用目的を明示しておき、明示し

た利用目的以外は使用しないようにします。 

  ・利用目的を通知または公表する 

→個人情報を正しく取り扱うために、個人情報に関する事項を規約に定める

か、または個人情報に関する規定を定め、目に見える形で町会・自治会員に

示します。 

◇個人情報を保管するときのルール 

  ・情報漏洩等が生じないよう、安全に管理する 

 ◇個人情報を提供するときのルール 

  ・個人情報を第三者に提供する場合は、本人に利用目的等を伝え、あらかじめ同

意を得る必要があります。 

 

③個人情報保護委員会について 

 個人情報保護委員会は、個人情報の有用性に配慮しつつ、その適正な取り扱いを

確保するために設置された独立性の高い機関です。個人情報保護法に関するご質問

や疑問点がある場合は、下記の窓口にご相談ください。 

 

個人情報保護法相談ダイヤル  ０３－６４５７－９８４９ 

受付時間 9：30～17：30（土日祝日及び年末年始を除く） 
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３ 連合町会・自治会連合会について 

 

（１）連合町会・自治会連合会 

一人より二人、単独町会・自治会より連合体。多くの人々が共育、協働することによ

って、より大きな効果が得られます。親睦を深めるための行事や環境をよくするための

活動など、いずれも単独町会・自治会でも行うことはできますが、周辺の町会・自治会

と協力し合うことで、さらに安全・安心な地域生活を送ることができます。 

区内には現在８の連合町会・連合自治会（以下、「連合町会」という。）があります。

連合町会は、安全・安心まちづくり運動や違法駐車問題など地域の諸問題の解決、地域

まつり・新年会の開催など、単一町会・自治会ではできない広範囲にわたる事業を行っ

ています。 

現在、多くの町会・自治会が地域の連合町会に加入し、町会・自治会長は総会・定例

会議等に出席され、地域の事業・課題等について話し合い（情報交換）を行います。さ

らに、８地区の連合町会の会長で組織する、「江戸川区連合町会連絡協議会」は、地域間

の情報交換、区政情報の収集、親睦などの役割を担っています。 
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（２）連合体（連合町会・自治会連合会）の行事 

連合体は、主に次のような広域的活動を行っています。 

○地域まつり  ○連合大運動会  ○防災訓練  ○新年を祝う集い 

○環境をよくする協議会活動（美化運動・地区大会） 

○施設見学会・研修会 ○安全・安心まちづくり運動（防犯パトロール） 

 

各地域の連合体活動の特徴ある行事を紹介します。 

 

 

 

  

中央・一之江地区 

中央・一之江ふるさとまつりは、二つの連合町会が協力して開催するめずらしい

地域まつりです。一之江地区町会連合会・松江地区連合町会に加入する町会・自治

会が中心となって実行委員会を組織し、地域の憩いの場である一之江境川親水公園

を会場に、毎年５万人を超える参加者のある一大イベントとして地域に親しまれて

います。 

小松川平井地区 

小松川平井ふるさとまつりは、連合町会が中心となって実行委員会を組織し、「み

んながふるさとと呼べる理想の地域社会を目指す」ことを目的に、毎年開催されて

います。まつり当日は、創作みこしや鼓笛隊パレードなど、多くの子供たちが参加

するほか、民謡流しパレードには友好都市山形県鶴岡市から舞踊団体が参加し、地

域の踊り手と共演するなど、まさに地域が一体となって開催される一大イベントで

す。 

葛西地区 

葛西地区自治会連合会では、連合会組織内に専門部会として「警察部会」「女性連

絡部会」を設置しています。「警察部会」は、平成１２年、住民・区・警察の連携を

強化し、犯罪防止や治安維持を推進することを目的に設立しました。防犯協会・交

通安全協会と合同で、防犯活動やセーフティロード作戦（交通安全街頭キャンペー

ン）を実施するなど、積極的に事業を展開しています。「女性連絡部会」は、地域の

様々な事業をお手伝いする一方で、活動のテーマを防災対策として、女性の視点か

ら災害時の炊き出しや応急救護、家庭での備えを研究しています。 

区ホームページ ⇒ 

区ホームページ ⇒ 

区ホームページ ⇒ 
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  小岩地区 

小岩自治会連合会と「環境をよくする小岩地区協議会」が中心となり、以下のと

おり、年に１回キャンペーン活動をしています。 

「小岩地区３ゼロ作戦（違法駐車ゼロ・自転車盗難ゼロ・迷惑駐輪ゼロ）」小岩駅周

辺の違法駐車・迷惑駐輪等の改善や、自転車利用者のマナーアップ啓発について、

関係諸団体が協力して活動を行っています。 

また、地元中学生を中心に結成した「盗難自転車なくし隊」が自転車盗難ゼロを

目指して活動しています。 

 「安全安心まちづくり防火・防犯夜間パトロール」 

北小岩地区の町会と各種団体並びに、小岩警察の協力で北小岩地域全体をパトロ

ールし、防火・防犯の意識を高める活動を行っています。 

区ホームページ ⇒ 

東部地区 

  瑞江・篠崎両連合町会の地域において、それぞれ盛大な区民運動会を実施して

います。瑞江地区連合町会では加入町会を４グループに分け、４年に一度当番町

会となり、運営の中心的な役割を担っています。篠崎地区連合町会では多種多様

な競技あり、賞品に野菜あり、と子どもから大人まで地域全体で楽しめる行事と

なっています。また、両地区とも地域体験の場として、中学生も大会運営に参加

しています。 

区ホームページ ⇒ 

鹿骨地区 

鹿骨地区自治会連合会は、毎年開催される鹿骨区民館まつりの実行委員会を組

織運営し、１２０を超える地域の団体と協力して地域を盛り上げています。「参加

して広げようみんなの大きな和」をテーマに鼓笛隊パレード・太鼓演奏・踊りの

披露など、地域の子どもから高齢者まで幅広い世代が一体となって企画している

地域まつりです。また、防犯・防災活動では鹿骨地区自治会連合会が主体となり

積極的な意見交換を図り、防犯カメラ設置の普及や災害対策等について連携を強

化しています。そして、地区委員会・環境をよくする鹿骨地区協議会・日赤鹿骨

分団・はとの会などといった地域の各種団体と密接な連携を図りながら、安全・

安心なまちづくりを地域全体で展開しています。 

区ホームページ ⇒ 



23 

 

４ 町会・自治会へのサポートについて 
①江戸川区におけるサポート 

区では目的別に支援を行っております。例えば下記のようなものがあります。 

名称 町会・自治会支援金 

内容 

区刊行物の配付及び回覧、安全・安心まちづくりに関する活動、地域

振興に関する活動に取り組む町会・自治会に対して、区域内の世帯数

に１世帯当たり年額８００円を乗じた金額を町会・自治会支援金とし

て交付します。 

金額 ８００円×区域内世帯数 

要綱等 江戸川区町会・自治会支援金交付要綱 

担当 生活振興部地域振興課コミュニティ係（０３－５６６２－０５１５） 

 
 

名称 町会・自治会会館建設等助成金交付事業 

内容 

①助成対象 法人化した町会・自治会が所有する会館 

②助成対象経費 

新築、改築、増築、修繕、改修、建物購入等にかかる経費 

金額 
助成額 

上限 1,000 万円（1 会館につき対象経費の 10/10 を助成） 

要綱等 江戸川区町会・自治会会館建設等助成金交付要綱 

担当 生活振興部地域振興課コミュニティ係（０３－５６６２－０５１５） 

 
 

名称 私道防犯灯助成事業 

内容 

延長がおおむね 30ｍ以上の私道に防犯灯を設置する場合には、

助成金の制度があります。また、設置年度の翌年度からは、電気

料金を補助しています。 

金額 
防犯灯を設置・撤去した場合は、当区の基準で算定した建設費 

の全額に相当する額とする。 

要綱等 江戸川区私道防犯灯整備助成要綱 

担当 土木部保全課事業調整係（０３－５６６２－１９３０） 
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名称 江戸川区防犯カメラ整備事業補助金交付要綱 

内容 
①防犯カメラの設備の整備（購入、賃借、取付け等）に係る経費 

②防犯カメラの更新に係る経費 

金額 

単独事業 

１地域当たり 500 万円（対象経費の６分の５） 

連携事業 

１地域当たり 750 万円（対象経費の６分の５） 

単独事業・連携事業 

１地域当たり 600 万円（対象経費の３分の２） 

要綱等 江戸川区防犯カメラ整備事業補助金交付要綱 

担当 危機管理部地域防犯防災課防犯防災係（０３－５６６２－９０１８） 

 

②その他のサポート 

【自治総合センター】 

名称 コミュニティ助成事業 

内容 備品購入や会館建設への助成 

金額 
一般コミュニティ助成 最大 250 万円 

コミュニティセンター助成 最大 2,000 万円 

要綱等 コミュニティ助成事業実施要綱 

担当 

実施主体 一般財団法人 自治総合センター 

区事務局 生活振興部地域振興課コミュニティ係 

（０３－５６６２－０５１５） 

 

【東京都】 

名称 地域の底力発展事業助成 

内容 地域の課題解決のための活動や催し等への助成 

金額 
単独事業 最大 20 万円 

連携事業 最大 50 万円 

要綱等 地域の底力発展事業助成金交付要綱 

担当 

東京都生活文化局都民生活部地域活動推進課地域活動支援担当 

（０３－５３８８－３１６６） 

生活振興部地域振興課コミュニティ係（０３－５６６２－０５１５） 
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